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障害者の権利に関する条約
	配布：一般
2022年10月12日
オリジナル英語


障害者権利委員会
		インドネシアの初回報告に対する総括所見 [footnoteRef:1]* [1: 	*	第 27 回会期（2022 年 8 月 15 日～9 月 9 日）で採択。 ] 

	I.	はじめに
1.	委員会は、2022年8月18、19日に開催された第590回および592回会合[footnoteRef:2]において、インドネシアの初回報告を検討した。委員会は、2022年9月1日に開催された第609回会合で本総括所見を採択した。 [2: 	  CRPD/C/SR.590およびCRPD/C/SR.592参照。] 

2.	委員会は、委員会の報告ガイドラインに従って作成されたインドネシアの初回報告[footnoteRef:3]を歓迎し、締約国に対し、委員会が作成した事前質問事項[footnoteRef:4]への書面による回答[footnoteRef:5]に感謝する。 [3: 		CRPD/C/IDN/1.]  [4: 		CRCPD/C/IDN/Q/1.]  [5: 		crpd/c/idn/rq/1.] 

3.	委員会は、ジュネーブで開催された締約国代表団との建設的な対話を評価し、代表団が多様かつ多部門的で、関連する政府省庁の代表を含んでいたことに留意する。
	II.	積極的な側面
4.	委員会は、2011年の批准以来、条約を実施するために締約国がとった措置を歓迎する。
5.	委員会はまた、障害のある人の権利を促進するために取られた立法措置および政策措置を歓迎する。特に：
	(a)	性暴力犯罪に関する2022年法律第12号の採択；
	(b)	障害のある人に関する2016年法律第8号の採択；
	(c)	人権に関する国内行動計画に障害のある人の権利に関する行動を含めたこと； 
	(d) 法務・人権省を通じて、精神（psychosocial）障害のある人の人権の尊重、保護、実現、執行、促進に関するワーキンググループを設置したこと；
	III.	主な懸念事項と提言
	A.	一般原則と義務（第1～4条）
6.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)法律や政策において、障害のある人を軽んじ、病理化し、不平等や差別を助長するような概念や用語を	使用していること；
	(b)自治区を含むあらゆるレベルの政府において、条約と2016年法律第8号の実施を確保するための効果的な調整メカニズムが欠如していること； 
(c)精神障害のある人の社会的ケア施設における深刻な違反に対処し、脱施設化を促進するための措置が、障害者国家行動計画から漏れていること；
	(d）締約国は、条約の選択議定書をまだ批准していない。
7.	委員会は：
	(a)	締約国に対し、社会福祉に関する 2009 年法律第 11 号、雇用創出に関する 2020 年法律第 11 号など、障害のある人を軽んじる概念や用語、特に「penyandang cacat（欠陥のある人）」という用語を使用している法律や政策の条項を廃止または修正するよう勧告する； 
	(b)	締約国に対し、全国で同じ人権基準が適用されるよう、国、州、市、県（regency）、小地区の各レベルにまたがる条約および2016年法律第8号の実施を確保するための効果的な調整メカニズムを創設することを勧告する； 
	(c)	締約国に対し、精神障害のある人の社会的ケア施設の人権問題が、障害者国家行動計画の優先分野として含まれることを確保するよう勧告する；
[bookmark: _Hlk116040233]	(d)	締約国に対し、条約の選択議定書を批准するよう促す。 
8.	委員会は、条約を実施するための障害関連の法律、政策、プログラムに関する意思決定プロセスにおいて、障害のある人との緊密な協議とその積極的な参加を促進する仕組みが不十分であることを懸念する；
9.	委員会は、条約の実施と監視における、障害のある子どもを含む障害のある人の代表組織を通じた参加に関する一般的意見第7号（2018年）を想起し、締約国に対し、持続可能な開発目標の実施の監視と報告を含め、公的な意思決定プロセスにおける、障害のある人の代表組織を通じた多様な障害のある人の効果的な関与のためのメカニズムを、国、州、市、県、小地区レベルで強化し、実施するよう勧告する。 
	B.	具体的な権利（第5～30条）
		平等と非差別（第5条）
10.	委員会は、特に、直接的、間接的、複合的、交差的差別からの保護、公共生活のあらゆる分野における国家および非国家主体による合理的配慮の否定、提訴権および救済措置へのアクセスの欠如に関して、条約の平等規定が国、州、市、県、小地区の各レベルで採用されていないことに懸念をもって留意する。
11.	委員会は、平等と非差別に関する一般的意見第6号（2018年）および持続可能な開発目標のターゲット10.2および10.3を想起し、締約国に対し、すべての障害のある人をあらゆる形態の差別から包括的かつ一律に保護し、提訴権および救済へのアクセスを確保するため、国、州、市、県、小地区レベルで法律を条約に調和させる措置を採用するよう勧告する。 
		障害のある女性（第6条）
12.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)	結婚に関する1974年法律第1号や、母乳育児に限定する（exclusive breastfeeding）2014年ランプン州規則第17号の第6条(3)および(7)など、障害のある女性を差別する法律； 
	(b)障害関連の法律や政策にジェンダーの視点が盛り込まれていないこと、およびジェンダー関連の法律や政策に障害の視点が盛り込まれていないことが、障害のある女性と少女のさらなる排除と不平等、差別につながっている；
	(c)	教育、家族、雇用、司法、保健を含むすべての政策分野において、先住民族、民族的・宗教的マイノリティ、農村部や離島出身者を含む、障害のある女性と少女のための具体的な交差分析（intersectional analysis）が欠如していること。
13.	委員会は、障害のある女性と少女に関する一般的意見第3号（2016年）および持続可能な開発目標の目標5を想起し、締約国に勧告する：
	(a)	結婚に関する1974年法律第1号や、母乳育児に限定する2014年ランプン州規則第17号の第6条（3）および（7）など、障害のある女性を差別する法律を廃止または改正すること； 
	(b)	 障害のある女性および少女と緊密に協議し、そして障害のある女性および少女の積極的な関与のもとに、障害のある女性および少女の権利をジェンダー関連の法律および政策に主流化し、障害関連の法律および政策にジェンダーの視点を主流化する； 
	(c)	教育、家族、雇用、司法、保健を含むすべての政策分野において、先住民族、民族的・宗教的マイノリティ、農村部や離島出身者を含む、障害のある女性と少女のための交差分析（intersectional analysis）を含める。
		障害のある子ども（第7条）
14.	委員会は、2014年法律第35号に基づいて実施された子どもフォーラムに関連するものを含め、障害のある子どもと協議するための政策、メカニズム、プロセスが存在せず、子どもに関するあらゆる問題で子どもが意見を表明できるようになっていないことを懸念をもって観察する。
15.	委員会は、障害のある子どもの権利に関する子どもの権利委員会との共同声明（2022年）を想起し、締約国に対し、障害のある子どもが他の子どもと平等に、彼らに影響を与えるすべての事柄について自由に意見を表明できるよう、子どものフォーラム内および意思決定プロセスにおいて、障害のある子どもの効果的な参加を促進するための政策、メカニズムおよびプロセスを確立するよう勧告する。 
		意識の向上（第8条）
16.	委員会は懸念している：
	(a)	障害のある人の権利と尊厳の尊重を促進するための啓発活動やキャンペーンに関する国家戦略の欠如； 
	(b）	障害のある人の権利に関する意識向上プログラムへの、ハンセン病患者や障害のある子どもを含む障害のある人及びその代表団体の参加が限られていること。 
17.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a)	生活のあらゆる側面における固定観念、偏見および有害な慣行と闘うために、社会全体、特に障害のある人、その両親およびその他の家族、専門職グループおよびあらゆるレベルの政府の職員の間で、障害のある人の権利と尊厳に関する認識を高めるための国家戦略を採択すること； 
	(b)	障害のある人の権利と尊厳に関する意識向上プログラムの設計、開発、実施において、ハンセン病患者や障害のある子どもの団体を含む障害者団体と緊密に協議し、その積極的な参加を図るための措置を強化すること。
		アクセシビリティ（第9条）
18.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)アクセシビリティの基準、監視、実施メカニズムを含み、物理的・建築的環境、住宅、交通、情報通信技術を含むすべての分野をカバーする、包括的な国のアクセシビリティ法制と、あらゆるレベルの政府にまたがる包括的戦略が存在しないこと； 
	(b	)障害のある人の居住、公共サービス、防災へのアクセシビリティに関する規則第42/2020号が実施されていないこと；
	(c)	公報のためのインドネシア信号システムの手話言語。ろう者コミュニティではあまり理解されておらず、インドネシア手話を好んで使用する人が多い。 
19.	委員会は、アクセシビリティに関する一般的意見第2号（2014年）を想起し、締約国に勧告する：
	(a)	物理的・建築的環境、住宅、交通、情報通信技術、一般に公開される施設やサービスなど、あらゆる分野におけるアクセシビリティの基準、監視、実施メカニズムを含む、包括的なアクセシビリティの国内法および包括的戦略を、あらゆるレベルの政府で採択し、必要な予算を配分する；
	(b)	障害のある人の居住、公共サービス、防災へのアクセシビリティに関する規則第42/2020号の効果的な実施を確保する；
	(c)	インドネシア手話を含む好ましい手話言語の使用を通じて、公共情報のアクセシビリティを強化するため、インドネシアのろう者コミュニティと緊密に協議し、積極的に関与させる。
		生命の権利（第10条） 
[bookmark: _Hlk164729463]20.	委員会は、社会的ケア施設における死亡の報告があること、そして、調査、ケアと安全保護措置の基準、監視、通報、および制裁を含む説明責任の枠組みの欠如について、懸念をもって留意する。 
21.	委員会は、締約国に対し、脱施設化が達成されるまでの間、調査、監視、通報、制裁および説明責任のメカニズムを含む、社会的ケア施設の包括的な質および安全保護の枠組みを確立するよう勧告する。 
		危険な状況および人道的緊急事態（第11条） 
22.	委員会は、西パプアの状況、および紛争地域で続く武力衝突の中で締約国がどのように障害のある西パプア人を保護しているかについての情報が不足していることに重大な懸念を抱いている。 
23.	委員会は、締約国に対し、西パプアにおける紛争を終結させること、懸案となっている先住民族に関する法案を可決するための措置をとること、障害のある人に関することも含め西パプアの状況について独立した調査を実施すること、障害のある国内避難民を含め、障害のある西パプア人に無制限の人道援助と救援が届くようにすること、障害のある西パプア人を保護するための安全保護措置を実施することを勧告する。 
24.	委員会は、2016年法律第8	号の規定の狭い解釈により難民、亡命申請者、無国籍の障害のある人が排除され、教育、医療制度、その他の社会サービスへのアクセスが制限されていることを懸念する。 
25.	委員会は、締約国に対し、2016年法律第8号が難民、亡命申請者、無国籍者にも適用されることを明確に認め、これらのサービスに関する利用しやすい情報の提供を含め、教育、医療制度、その他の社会サービスへのアクセスを可能にするよう勧告する。 
26.	委員会は、法律、予防と対応計画、障害のある人の特別な保護と支援を含む包括的な災害リスク軽減の枠組みが、障害のある人の代表組織を通じて、障害のある人と緊密に協議し、障害のある人の積極的な関与のもとに策定されていないことに懸念をもって留意する。 
27.	委員会は、締約国に対し、障害のある人の代表組織を通じて、障害のある人との緊密な協議のもと、仙台防災枠組2015-2030、パリ協定、持続可能な開発目標11と13に従って、予防と対応計画、障害のある人のための具体的な保護と支援を含む包括的な防災枠組を採択するよう勧告する。
28.	委員会は、障害のある人、特に施設に入所している人や障害のある女性や少女が、コロナウイルス感染症（COVID-19）の大流行によって不釣り合いな影響を受けていること、また障害のある人を対象としたアクセシブルな緊急情報が不足していることを懸念する。
29.	委員会は、国連人権高等弁務官事務所が発行したCOVID-19と障害のある人の権利に関する指針、およびCOVID-19の大流行への障害インクルーシブな対応に関する国連の政策概要を想起し、締約国に勧告する： 
	(a)	ジェンダーに配慮したアクセシブルな緊急情報、ワクチンへの平等なアクセス、パンデミックの悪影響に対処するためのその他の経済的・社会的プログラムなどに関し、障害のある人を代表する組織を通じて、障害のある人と緊密に協議し、障害のある人の積極的な参加を得て、COVID-19への対応・復興計画において障害の主流化を図ること；
	(b)	障害のある人を施設から適切な支援をともなう地域生活の場に移す。
		法の下の平等な承認（第12条） 
30.	委員会は、国内法の下で、特に精神障害のある人や知的障害のある人が能力を欠くとみなされ、後見制度下に置かれる可能性があることを懸念している。 
31.	委員会は、法の下の平等な承認に関する一般的意見第1号（2014年）に沿って、締約国が、法の下の平等な承認についてのすべての障害のある人の権利を保障し、生活のあらゆる領域において支援された意思決定メカニズムを確立するために、条約と調和させる観点から、精神保健法第18号（2014年）、民法第433条および第434条、刑法および法律第8号（2016年）の第32条を見直すことを勧告する。
		司法へのアクセス（第13条）
32.	委員会は、裁判所やその他の司法施設への物理的なアクセスの欠如、裁判所職員の間の態度の障壁や偏見、司法手続きを通じて障害のある人を案内する訓練を受けた職員や手話言語通訳者の提供など、手続き的配慮および年齢や性別に応じた配慮の欠如など、障害のある人の司法へのアクセスが制限されていることを懸念する。 
33.	委員会は、障害のある人の司法アクセスに関する国際原則とガイドライン、および持続可能な開発目標のターゲット16.3を想起し、締約国に勧告する：
	(a)	障害のある人の司法アクセスに関する行動計画を採択し、すべての司法施設の物理的・態度的障壁を撤廃する措置を含め、司法過程のすべての段階における障害のある人の効果的な参加のために必要な法的・行政的・司法的措置を実施すること；
	(b)	障害のある人が法的手続きのさまざまな局面に効果的に参加できるよう、個別的支援の提供を含め、手続き的配慮および年齢にふさわしい配慮を行うこと；
	(c)	点字、手話言語、わかりやすい版（Easy Read）、音声・ビデオの文字変換など、法的手続き全体を通じて使用する代替・拡張情報通信手段を確保する； 
	(d)	地方や離島を含め、司法および法執行当局の職員に対する条約に関する研修を強化する。
		身体の自由と安全（第14条）
34.	委員会は、特に精神障害や知的障害のある人の、機能障害を理由とする自由の剥奪を懸念している。 
35.	委員会は、障害のある人の自由と安全の権利に関するガイドラインを想起し、締約国に対し、障害のある人に関する2016年法律第8号、2014年精神保健法第18号に含まれるものを含め、障害を理由とする自由の剥奪を認めるすべての規定、および州・地方レベルの規定と慣行を廃止するよう勧告する。 
		拷問または残虐な、非人道的な、もしくは品位を傷つける取扱いもしくは刑罰からの自由（第15条）
36.	委員会は深刻な懸念を抱いている：
	(a)手かせ足かせ、隔離、拘束のような、精神障害のある人に対する有害で強制的な慣行の長期にわたる使用と、それらが家庭、地域社会、政府および民間が運営する社会的ケア施設において広く使用され続けていること；
	(b）	社会的ケア施設や信仰療法センターにおける、性的暴力、ネグレクト、残酷で品位を傷つける扱いを含む組織的暴力の蔓延（精神障害のある母親から子どもを引き離すことを含む）、および苦情の訴えや救済のメカニズムの欠如。 
37.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a)	家族内、社会的ケア施設内を含むすべての環境において、手かせ足かせ、隔離、あらゆる形態の拘束の使用を禁止し、強制のない、地域社会に根ざした精神保健支援とサービスを開発、促進する；
	(b)	あらゆる環境において、すべての障害のある人がアクセスできる独立した監視、安全確保措置、および苦情解決メカニズムを確立し、苦情を受理し、有害で強制的な慣行、暴力、ネグレクト、その他の残虐で品位を傷つける扱いを行う施設、センター、および加害者を調査し、制裁する。 
		搾取、暴力、虐待からの自由（第16条） 
38.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)	障害のある人を物乞い、麻薬の運び屋、低賃金労働者として利用するなど、搾取、強制労働、人身売買に関連する慣行の存在； 
	(b)	障害のある人、特に障害のある女性および子どもが経験する搾取、暴力および虐待のレベルの高さ、ならびにアクセシブルな被害者支援サービス、保護および苦情解決の仕組み、効果的な救済の欠如；
	(c)	刑法における強姦の限定的な定義と夫婦間の強姦の禁止がないこと、刑法が障害のある女性や少女の経験を反映していないこと、法医学的報告やDNA鑑定を実施するための資源や財政的援助が不足していることなどにより、性暴力に関する法律の適用が実効的でないこと； 
	(d)障害のある女性および少女に対する暴力に関する情報および分類されたデータが、苦情に関するデータも含めて不足していること。 
39.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a)	障害のある人を乞食、麻薬の運び屋、低賃金労働者として利用する慣行を含め、障害のある人の搾取、強制労働、労働搾取目的の人身売買を防止し、処罰する措置を実施する；
	(b)	障害のある人と緊密に協議し、あらゆる形態の搾取、暴力および虐待を防止し、これに対処するための包括的戦略を採用する。これには、ジェンダーおよび年齢に配慮した具体的な措置、アクセシブルな独立した苦情解決メカニズムおよび適切な救済措置、アクセシブルな被害者支援サービスなどが含まれる； 
	(c)	夫婦間レイプを禁止し、障害のある女性や少女の経験を認識する、より広範なレイプの定義を反映させるために刑法を改正し、法医学的報告とDNA鑑定のための資源と財政援助を確保する； 
	(d)	障害のある女性および少女へのジェンダーに基づく暴力を含め、障害のある人への暴力について、私的および公的な領域において、しっかりとした分類されたデータが収集されるようにすること。 
		個人をそのままの状態で保護すること（第17条） 
40.	委員会は、個人のインフォームド・コンセントなしに障害のある人に課される精神医学的介入を含む医療介入、および障害のある女性や少女に対する強制的な避妊、強制不妊手術の蔓延を懸念する。
41.	委員会は、締約国に対し、公的および私的な施設において、障害のある人への強制的な精神医学的介入、強制的な避妊、強制不妊手術を含む強制的な医療介入を禁止するよう勧告する。 
		移動の自由と国籍（第18条） 
42.	委員会は、知的障害のある人または精神障害のある人を含む障害のある子どもと成人が、市民権の文書（住民票、出生証明書、パスポート、国民ID番号、結婚証明書、離婚証明書）を容易に取得できることを保証する十分な情報、施設、インフラが欠如しており、その結果、障害のある先住民族を含む障害のある人が身分証明書や家族カードを所持していないことを懸念をもって観察する。
43.	委員会は、締約国に対し、障害のある先住民族を含む障害のある人が個人識別カードおよび家族カードを取得できるよう、身分証明書および市民登録文書を含む市民権の文書へのアクセスを確保するよう勧告する。 
		自立した生活と地域社会への包摂（第19条）
44.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)入所施設、社会ケア施設、病院、中間施設、リハビリセンターに入所している障害のある子どもを含む	障害のある人に対する脱施設化戦略がないこと； 
	(b)精神障害や知的障害を含む障害のある人の	自立生活を実現するための、性別や年齢に配慮した地域ベースの支援サービスの欠如。
45.	委員会は、自立して生活し、地域社会に包摂されることに関する一般的意見第5号（2017年）と、2022年に採択された緊急時を含む脱施設化ガイドラインを想起し、締約国に勧告する：
	(a)	入所施設、社会ケア施設、病院、中間施設、リハビリテーションセンターに入所している障害のある成人および子どもの脱施設化プロセスのための戦略を採択する； 
	(b)	社会的保護、雇用、住宅、医療、教育、および障害のある人がどこで誰と暮らすかを選択し、自立して生活し、地域社会に参加するために必要なその他の支援を含む、割り当てられた予算による地域に根ざした自立生活支援システムを確立する。 
		個人の移動（第20条）
46.	委員会は、手頃な価格で入手可能な質の高い移動補助具、補助装置および機器へのアクセスの欠如、および地元製の補助具および装置の欠如（高価格での輸入と締約国による追加課税につながる）に留意する。 
47.	委員会は、締約国に対し、移動補助器具および補助器具・機器の購入のための税および関税の免除を採用することを含め、補助器具の購入しやすさを確保し、地元市場向けの補助器具を製造する地元企業に財政的および能力的支援を提供するよう勧告する。
		表現と意見の自由、情報へのアクセス（第21条）
48.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)情報、コミュニケーション、支援用具、支援機器、手話言語指導を障害のある子どもが利用できるようにするための、年齢に配慮した仕組みの欠如；
	(b)	手話言語通訳者の不足と、ろう者が公式の場で希望する手話言語通訳者を利用できるようにするためのプログラムの不足； 
	(c)	分かりやすい版、平易な言語、字幕、手話言語、点字、音声ガイド、触覚、補強・代替コミュニケーション手段などのアクセシブルな様式による情報が、政府、公共・民間のメディア、および公共情報を提供するウェブサイトから提供されていないこと。
49.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a)	障害のある子どもの情報、コミュニケーション、支援用具、支援機器、手話言語指導へのアクセスを確保するため、年齢を配慮した仕組みを確立する；
	(b)	ろう者のコミュニティと緊密に協議し、積極的に関与させることで、手話言語通訳者の数を増やし、公式な交流の際に希望する手話言語通訳者を利用しやすくするための措置を実施する；
	(c)	すべての障害のある人のために、テレビその他のメディア・サービスを含むすべての公共情報が、点字、盲ろう者向け通訳、手話言語、分かりやすい版、平易な言語、音声説明、字幕などのアクセシブルな様式で利用できるようにする法的・政策的枠組みを確立し、その実施に十分な資金を配分する。
		家庭と家族の尊重（第23条） 
50.	委員会は、障害のある子どもとその家族、特に農村部や遠隔地の、高レベルの支援を必要とする障害のある子どもへの支援や、障害のある親が親の責任を果たすための支援が不足していることを懸念している。 
51.	委員会は、締約国に対し、農村部や遠隔地の高レベルの支援が必要な障害のある子どもを含め、障害のある子どもとその家族に対する十分な支援を確保するため、また、農村部や遠隔地を含め、障害のある親が子どもを育てるための支援を確保するため、立法その他の措置を採用するよう勧告する。
		教育（第24条） 
52.	委員会は懸念をもって留意する： 
[bookmark: _heading=h.gjdgxs]	(a)	インクルーシブ教育の実現に向けた限られた努力、特殊学校や特殊学級の広がり、障害のある人のあらゆるレベルでの教育制度へのアクセスを確保する仕組みの欠如； 
	(b)	特に農村部や遠隔地で、インクルーシブ教育の質を向上させるための、アクセシブルな学習教材、代替コミュニケーションや情報提供の方法、点字や手話言語通訳、その他の専門的サービスに関する教師の研修が不足している； 
	(c)	またはその親のハンセン病への罹患を理由に、子どもを退学させること。
53.	インクルーシブ教育を受ける権利に関する一般的意見第4号（2016年）および持続可能な開発目標のターゲット4.5を想起し、委員会は締約国に勧告する：
	(a)	すべての教育レベルを対象とするインクルーシブ教育戦略を策定し、具体的な目標とスケジュール、具体的な予算を設定し、国、州、市、県の各レベル間で責任を調整する；
	(b)	インクルーシブなデジタル・アクセス、分かりやすい版、点字、手話言語、コミュニケーション補助具、支援・情報機器など、アクセシブルな学習教材、代替コミュニケーション・情報手段の提供を促進し、農村部や遠隔地を含め、手話言語や点字の教員研修を確保するため、すべての地域、すべての教育レベルに障害者サービス部門を設置する； 
	(c)	教育制度におけるハンセン病への偏見や誤った情報に対処し、ハンセン病患者やその親を持つ子どものインクルーシブ教育への参加を確保するための政策や戦略を策定する。 
		健康（第25条）
54.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)	特に農村部や遠隔地において、保健サービスや医療機器へのアクセスを得る上で障害のある人が直面する物理的障壁に関する情報があること；
	(b)障害のある子どもおよび成人、特に障害のある先住民、知的障害または精神障害のある人を含む障害のある女性および少女にとって、性と生殖の保健サービスおよび年齢に応じた教育へのアクセスの欠如；　
(c) 社会問題大臣令第146/HUK/2013号に従い、障害のある人が健康保険補助の受給資格を得られず、その結果、医療サービスの水準が低下しているという情報；
55.	条約第25条と持続可能な開発目標のターゲット3.7および3.8の関連性を考慮し、委員会は締約国に勧告する：
	(a)	特に農村部や遠隔地において、障害のある人が保健サービスや医療機器にアクセスしやすく、利用できるようにするための行動計画を強化する；
	(b)	障害のある子どもおよび成人、特に障害のある先住民および障害のある女性および少女に、性と生殖の保健サービスおよび年齢に配慮した教育を提供する； 
	(c)	公的医療保険が、知的・精神障害のある人を含むすべての障害のある人を完全にカバーすることを保証すること。
		労働と雇用（第27条）
56.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)	2016年第8号障害者法の規定では、公的部門における雇用の最低2％を障害のある人に確保することを認めているが、知的障害のある人や精神障害のある人など、十分に社会に登場していないグループに対しては、広く実施されていないこと； 
	(b)民間部門における障害のある人の雇用を促進するために取られた措置は、障害のある人、特に性差別や大きな賃金格差に直面することの多い障害のある女性が、開かれた労働市場にアクセスすることを確保するには不十分である； 
	(c)雇用へのアクセスを妨げている態度面、物理面、コミュニケーション面、および環境面の障壁； 
[bookmark: _heading=h.30j0zll]	(d)2009年第36号健康法に基づき、公共部門、政府機関、国有企業、民間企業への就職を希望する従業員に対して、メンタルヘルス証明書の取得が義務付けられているが、これは就職を希望する精神障害のある人に不釣り合いな影響を与える。 
57.	委員会は、締約国に対し、持続可能な開発目標のターゲット8.5に沿って、次を行うよう勧告する。
	(a)	特に採用プロセス、合理的配慮、再教育、昇進、その他労働・雇用に関連する権利に関して、差別と闘うための効果的な措置を講じるとともに、十分に社会に登場していない障害のグループに対し、雇用の2％の留保の実施を促進する；
	(b)	障害のある女性を含むすべての障害のある人が、農村部や遠隔地に住む障害のある人、知的障害のある人、精神障害のある人を含め、開かれた労働市場やインクルーシブな労働環境で、労働と雇用にアクセスできるようにするための措置を強化する；
[bookmark: _Hlk164869686]	(c)	雇用主が持つ否定的な態度、職場における物理的な障壁、代替的な情報伝達手段の欠如、アクセシブルな交通手段の欠如など、態度面、物理面、コミュニケーション面、および環境面の障壁に対処するための措置を採用する； 
	(d)	就職希望者に精神保健証明書の取得を義務付けている2009年第36号健康法の規定を廃止し、公共部門、政府機関、国有企業、民間企業のすべての採用プロセスにおいて、差別禁止の条約の基準が適用されるようにする。
		相当な生活水準と社会的保障（第28条）
58.	委員会は、障害のある先住民族を含め、貧困の中で生活し、定期的な収入を持たない障害のある人の数の多さ、および、障害のある人とその家族に、障害に関連する費用を賄うための資源を含む、適切な生活水準へのアクセスを保証する包括的な社会的保障の制度の不在に、懸念をもって留意する。 
59.	条約第28条と持続可能な開発目標のターゲット10.2の関連を想起し、委員会は締約国に勧告する：
	(a)	障害のある人を対象とした社会的保障および貧困削減戦略を策定する；
	(b) 障害関連費用を賄う手当の形での補償制度を含め、障害のある人の十分な生活水準を確保するための普遍的な社会的保障を設ける；
	(c)	適切な生活水準を促進するプログラムに障害の視点を含める。特に、施設からの退去を希望する障害のある人を含め、障害のある人の公共住宅へのアクセスを向上させる。
		政治的・公的生活への参加（第29条）
60.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)	障害のある人、特にろう者、知的障害のある人、精神障害のある人、盲ろう者、障害のある女性など、十分に社会に参加していない人の政治的・公的生活への参加を確保する措置がとられていないこと； 
	(b)	投票所、投票手続き、施設と資料、および公開選挙討論会、選挙プログラム、オンラインまたは印刷された選挙資料を含む選挙に関する情報へのアクセシビリティの欠如； 
	(c)	有権者登録された障害のある人のアクセス・ニーズに対応するための、選挙管理官への情報や研修の欠如。
61.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a)	ろう者、知的障害のある人、精神障害のある人、盲ろう者、障害のある女性など、十分に社会に参加できていない障害のグループの平等と参加を確保するための具体的な措置を実施すること；
	(b)	投票所、選挙・投票の手続きや施設、オンラインまたは印刷された選挙資料が、すべての障害のある人にとってアクセシブルであることを確保する；
	(c)	障害のある人のアクセスニーズへの適切な対応を確保するため、選挙管理官向けの情報と研修を開発する。 
		文化生活、レクリエーション、余暇、スポーツへの参加（第30条）
62.	委員会は、文化的建造物、劇場、観光地を含め、文化的価値のある場所での障害のある人の平等な文化の享受を保証するアクセシビリティとインフラを提供する努力が限られていることに懸念を抱いている。
63.	委員会は、締約国に対し、障害のある人が他の者と平等に文化的生活、レクリエーション、余暇およびスポーツに参加できることを確保するための措置を採用するよう勧告する。
	C.	特定の義務（第31～33条）
		統計とデータ収集（第31条）
64.	委員会は懸念とともに留意する：
	(a)	国、州、市、県および小区域レベルにおける障害のある人の状況に関するデータおよび統計に関して、分類されたデータ、統一された方法論および解釈の欠如を含め、深刻な欠点がある； 
	(b)	障害のある女性および少女、障害のある子ども、障害のある先住民の状況を含む、分類されたデータの欠如； 
	(c)	障害のある女性や少女、障害のある先住民を含む、障害のある人の状況に関する包括的な量的・質的調査の欠如。
65.	委員会は、締約国に勧告する：
(a) 国勢調査のための生活機能（functioning）に関するワシントングループの短い質問セットを含め、統一された方法論と解釈を用いて、国、州、市、県および小地区レベルで障害のある人に関する分類されたデータを包括的に収集するために、データ収集システムを強化する； 
	(b)	障害のある人に関するデータ収集を拡大し、年齢、性別、人種、民族、性自認、性的指向、先住民の地位など、区分する分野を含める； 
	(c)	障害のある人の状況に関する量的・質的調査を促進し、障害インクルーシブな調査手法の使用を促進するための包括的な調査プログラムを開発する；
	(d)	すべてのデータ	収集システムおよび手順が、障害のある人の秘密およびプライバシーを尊重する	ようにすること。 
		国際協力（第32条）
66.	委員会は、国際的な多国間協力プログラムに関する、障害のある女性の団体を含む障害者団体との協議の一貫性のなさに懸念をもって留意する。 
67.	委員会は、国際協力の計画、プログラムおよびプロジェクトの開発および実施のすべての段階において、女性障害者団体を含む障害者団体が緊密に協議され、積極的に関与することを勧告する。
		国内での実施と監視（第33条）
68.	委員会は、全国障害者委員	会が社会省の下にあるため、2016年法律第8号が要求する独立性を欠いており、締約国が条約実施のための独立した監視メカニズムを確立していないことに留意する。 
69.	委員会は、締約国に対し、全国障害者委員会に組織的・財政的な独立性を与え、インドネシア国家人権委員会を含む独立した監視機構を指定し、障害のある人を代表する組織を通じて障害のある人の効果的な関与と参加を確保するよう勧告する。 
	IV.	フォローアップ
		情報の普及
70.	委員会は、本総括所見に含まれるすべての勧告の重要性を強調する。とらなければならない緊急措置に関して、委員会は、障害のある子どもに関するパラグラフ15、アクセシビリティに関するパラグラフ19、司法へのアクセスに関するパラグラフ33に含まれる勧告に締約国の注意を喚起したい。
71.	委員会は、締約国に対し、本総括所見に含まれる勧告を実施するよう要請する。委員会は、締約国に対し、政府および国会のメンバー、関連省庁の職員、地方自治体、教育、医療、法律の専門職などの関連専門職グループのメンバー、ならびにメディアに対し、最新の社会的コミュニケーション戦略を用いて、検討および行動のために本総括所見を伝達するよう勧告する。
72.	委員会は、締約国に対し、その定期報告の作成に市民社会団体、特に障害のある人の団体を参加させることを強く奨励する。
73.	委員会は、締約国に対し、手話言語を含む国語および少数言語、分かりやすい版を含むアクセシブルなフォーマットで、非政府組織および障害者団体、障害のある人本人およびその家族を含め、本総括所見を広く普及させ、人権に関する政府のウェブサイトで利用できるようにすることを要請する。
		次回の定期報告書
74.	委員会は、締約国に対し、2026年12月30日までに第2回から第4回を合わせた報告書を提出し、その中に本総括所見における勧告の実施に関する情報を含めるよう要請する。委員会はまた、締約国に対し、締約国の報告のために設定された期日の少なくとも1年前に委員会が質問事項を準備する、委員会の簡略化された報告手続きの下で上記の報告を提出することを検討するよう要請する。このような質問事項に対する締約国の回答は、その報告書を構成する。

(翻訳：佐藤久夫、法政大学佐野ゼミ有志)

[image: ]
GE.22-16520(E)[image: ]
2	
	3
image1.wmf

image2.png
Please recyele X




image3.gif




